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別紙１

　(1)貯蔵品の評価方法　　　　　　　 最終仕入原価法

　(2)有価証券の評価方法　　　　　　 取得原価法

　(3)固定資産の減価償却の方法　　　
     建物、器具及び備品、車両運搬具　：　定額法
     ソフトウェア　：　定額法
     所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産　：　リース期間を耐用年数とし残存価格ゼロとする定額法

　(4)引当金の計上基準　
     退職給付引当金　：　職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。

　(5)消費税等の会計処理 税込経理方式

　独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。

　当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

　(1)法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）

　(2)事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）

　(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

　(4)公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

　(5)収益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　　 当法人では、収益事業を実施していないため、作成していない。

　(6)拠点区分別の計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

　(7)拠点区分におけるサービス区分別明細書(別紙３（⑩）、別紙３（⑪）)

　(8)各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　 拠点　稲毛こひつじ園(社会福祉事業)
　　　　　「法人本部」
　　　　　「特別養護老人ホーム　稲毛こひつじ園」
　　　　　「デイサービスセンター　稲毛こひつじ園」
　　　　　「短期入所介護事業所　稲毛こひつじ園」
　　　　　「居宅介護支援センター　稲毛こひつじ園」
　　 拠点　稲毛ペコリーノ(公益事業)
　　　　　 サービス区分なし
　　 拠点　やまゆりの里　滋賀特養(社会福祉事業)
　　　　　「特別養護老人ホーム」
　　　　　「短期入所介護事業所」
　　 拠点　地域密着型やまゆりの里　高島特養(社会福祉事業)
　　　　　「特別養護老人ホーム」
　　　　　「短期入所介護事業所」
　　　　　「デイサービス」
　　　　　「居宅介護支援事業所」

計算書類に対する注記（法人全体用）

１．継続事業の前提に関する注記

　該当なし

２．重要な会計方針

３．重要な会計方針の変更

　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

　確定給付型の制度として社内積立の退職一時金制度を採用している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分



前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

724,368,926 0 27,695,852 696,673,074

10,000,000 0 0 10,000,000

734,368,926 0 27,695,852 706,673,074

　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　基本財産建物　　 696,673,074 円
　 696,673,074 円

　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 85,890,000 円

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,184,800,000 488,126,926 696,673,074

1,184,800,000 488,126,926 696,673,074

8,614,000 4,270,487 4,343,513

7,233,468 1,826,810 5,406,658

21,010,388 19,772,593 1,237,795

95,386,614 93,502,934 1,883,680

77,045,928 42,670,156 34,375,772

209,290,398 162,042,980 47,247,418

1,394,090,398 650,169,906 743,920,492

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

149,500,573 0 149,500,573

901,253 0 901,253

9,858,154 0 9,858,154

0

160,259,980 0 160,259,980

　・預託金返還請求事件について、ヤマト東京コーポレーション㈱等に対する4,800万円の返還請求裁判を継続中。

事業未収金

合　　計

器具及び備品

有形リース資産

小　　計

合　　計

（単位：円）
　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

短期貸付金

立替金

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

  該当なし

（単位：円）

基本財産

建物

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

その他の固定資産

建物

構築物

車輌運搬具

定期預金

合　　計

建物

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

　該当なし

１３．重要な偶発債務

小計

８．担保に供している資産

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類



　該当なし

１４．重要な後発事象

　該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事
項

　該当なし



別紙４

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

   現金預金
     現金 ― 運転資金として ― ― 339,808
     普通預金 千葉銀行 ― 運転資金として ― ― 103,115,154
     普通預金 みずほ銀行 ― 運転資金として ― ― 13,369,732
     普通預金 千葉信用金庫 ― 運転資金として ― ― 1,280
     普通預金 ゆうちょ銀行 ― 運転資金として ― ― 1,006,267
     通知預金 千葉銀行 ― 運転資金として ― ― 40,800,000

158,632,241

   事業未収金 ― 2.3月分介護給付費等 ― ― 149,500,573
   貯蔵品 ― 非常用備蓄食料、介護用品等 ― ― 1,842,302
   立替金 ― 入居者理容美容代金等 ― ― 901,253
   短期貸付金 ― 職員貸付金 ― ― 9,858,154
   仮払金 ― ベトナム人留学生マッチング事業 ― ― 6,223,933

326,958,456

   建物
（稲毛こひつじ園拠点）千葉市稲毛
区萩台町380-2

2006
第1種社会福祉事業である特別養護老
人ホーム施設等に使用している

1,184,800,000 488,126,926 696,673,074

   定期預金 千葉信用金庫 ― 基本金として ― ― 10,000,000

706,673,074

   建物
（稲毛ペコリーノ拠点 他）千葉市稲
毛区小仲台2-12-2　他

2014
第1種社会福祉事業である特別養護老
人ホーム施設等に使用している

8,614,000 4,270,487 4,343,513

   構築物
（稲毛こひつじ園拠点）千葉市稲毛
区萩台町380-2

―
第1種社会福祉事業である特別養護老
人ホーム施設等に使用している

7,233,468 1,826,810 5,406,658

   車輌運搬具
（稲毛こひつじ園拠点）千葉市稲毛
区萩台町380-2、（やまゆりの里拠
点）滋賀県高島市朽木市場656

―
第1種社会福祉事業である特別養護老
人ホーム施設等に使用している

21,010,388 19,772,593 1,237,795

   器具及び備品
（稲毛こひつじ園拠点）千葉市稲毛
区萩台町380-2

―
第1種社会福祉事業である特別養護老
人ホーム施設等に使用している

95,386,614 93,502,934 1,883,680

   建設仮勘定
（稲毛こひつじ園拠点）千葉市稲毛
区萩台町380-2

―
第1種社会福祉事業である特別養護老
人ホーム施設等に使用している

― ― 4,420,000

   有形リース資産
（稲毛こひつじ園拠点）千葉市稲毛
区萩台町380-2、（やまゆりの里拠
点）滋賀県高島市朽木市場656

―
第1種社会福祉事業である特別養護老
人ホーム施設等に使用している

77,045,928 42,670,156 34,375,772

   権利
（稲毛こひつじ園拠点）千葉市稲毛
区萩台町380-2

―
第1種社会福祉事業である特別養護老
人ホーム施設等に使用している

― ― 30,000,000

   差入保証金 定期借地権前払賃料、敷金等 ― ― ― 50,268,640
   その他の固定資産 車両リサイクル預託金、出資金 ― ― ― 143,450

財　産　目　録

令和 6年  3月 31日 現在

Ⅰ 資産の部

 １ 流動資産

小計

流動資産合計

 ２ 固定資産

 (１) 基本財産

基本財産合計

 (２) その他の固定資産



132,079,508

838,752,582

1,165,711,038

   事業未払金 ― ― ― 30,025,559
   短期運営資金借入金 千葉銀行 ― ― ― 55,000,000
   その他の未払金 やまゆりの里居室使用料他 ― ― ― 2,761,654
   １年以内返済予定設備資金借入金 独立行政法人福祉医療機構 ― ― ― 28,630,000
   １年以内返済予定長期運営資金借入金 千葉銀行 ― ― ― 11,676,000
   １年以内返済予定リース債務 ワイズマンIDC等他 ― ― ― 11,268,336
   未払費用 やまゆりの里2拠点　給与 ― ― ― 12,365,721
   職員預り金 源泉所得税、住民税、社会保険料他 ― ― ― 9,939,491
   仮受金 入居者2重入金他 ― ― ― 243,109
   その他の流動負債 未払消費税（消費税確定分） ― ― ― 1,594,100

163,503,970

   設備資金借入金 独立行政法人福祉医療機構 ― ― ― 57,260,000
   長期運営資金借入金 千葉銀行 ― ― ― 57,351,000
   リース債務 ワイズマンIDC等他 ― ― ― 23,517,010
   退職給付引当金 ― ― ― 28,866,450

166,994,460

330,498,430

835,212,608

固定負債合計

負債合計

差引純資産

資産合計

Ⅱ 負債の部

 １ 流動負債

流動負債合計

 ２ 固定負債

固定資産合計

その他の固定資産合計





















別紙３(①)

社会福祉法人初穂会

（単位：円）

当期支出額 利息補助金収入 種類 地番または内容 帳簿価額

85,890,000

( 28,630,000 )

0

0

( )

0

( )

0

( )

85,890,000

( 28,630,000 )

69,027,000

( 11,676,000 )

0

( )

0

( )

0

( )

0

( )

69,027,000

( 11,676,000 )

209,917,000

( 40,306,000 )

（注）役員等からの長期借入金、短期借入金がある場合は、区分を新設するものとする。

724,368,9263,992,933 0

0計 55,000,000 0 0 55,000,000 0 548,488 0

合計 239,520,000 0 29,603,000 0

0

0

0

0

548,488 任意 運営資金

0

短
期
運
営
資

金
借
入
金

千葉銀行 稲毛こひつじ園 55,000,000 55,000,000 1.00%

1,154,045 0計 70,000,000 0 973,000 0

2030/2/25 運営資金

724,368,926

長
期
運
営
資

金
借
入
金

千葉銀行 やまゆりの里 70,000,000 973,000 1.350% 1,154,045

2,290,400 0計 114,520,000 0 28,630,000 0

設
備
資
金
借

入
金

独立行政法人福祉
医療機構

稲毛こひつじ園 114,520,000 設備資金 建物 萩台町380-2 724,368,92628,630,000 2.00% 2,290,400 2026/11/30

借入金明細書

（自）　令和  5  年  4  月  1  日　　（至）　令和  6  年  3  月  31  日

区
分

借入先 拠点区分
期首残高

①
当期借入金

②
当期償還額

③

差引期末残高
④＝①＋②－③

（うち１年以内償還予定額）
元金償還補助金

利率
％

支払利息
返済期限 使途

担保資産



別紙３(②)

社会福祉法人初穂会

（単位：円）

稲毛こひつじ園 稲毛ペコリーノ やまゆりの里

利用者の家族 0

その他（ハウステック㈱） 1 30,000 30,000

0

0

1 30,000 0 30,000 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

1 30,000 0 30,000 0 0

（注）１．寄附者の属性の内容は、法人の役職員、利用者本人、利用者の家族、取引業者、その他とする。

　　　２．「寄附金額」欄には、寄附物品を含めるものとする。「区分欄」には、経常経費寄附金収益の場合は「経常」、長期運営資金借入金

　　　　元金償還寄附金収益の場合は「運営」、施設整備等寄附金収益の場合は「施設」、設備資金借入金元金償還寄附金収益の場合は「償還」、

　　　　固定資産受贈額の場合は「固定」と、寄附金の種類がわかるように記入すること。

　　　３．「寄附金額」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。または、「寄附金額の拠点区分ごとの内訳」の

　　　　「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と原則として一致するものとする。

合計

経
常

区分小計

区分小計

区分小計

寄附金収益明細書

（自）　令和  5  年  4  月  1  日　　（至）　令和  6  年  3  月  31  日

寄附者の属性 区分 件数 寄附金額 うち基本金組入額
寄附金額の拠点区分ごとの内訳



別紙３(③)

社会福祉法人初穂会　

（単位：円）

稲毛こひつじ園 稲毛ペコリーノ やまゆりの里

千葉市介護保険事業課　物価高騰対策支援金 237,000 237,000 237,000

千葉県高齢者福祉　物価高騰対策支援金、コロナ対策 6,226,000 6,226,000 6,226,000

高島市　食材費高騰対策支援金 899,700 899,700 899,700

滋賀県　食料品価格高騰対策支援金 817,000 817,000 817,000

8,179,700 0 8,179,700 0 6,463,000 0 1,716,700

高島市　介護人材確保対策事業助成金 807,000 807,000 807,000

千葉県　留学生受入プログラム補助金 793,000 793,000 793,000

0

0

1,600,000 0 1,600,000 0 793,000 0 807,000

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0

9,779,700 0 9,779,700 0 7,256,000 0 2,523,700

（注）１．「区分」欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は「介護事業」、老人福祉事業の補助金事業収益の場合は「老人事業」、児童福祉事業の補助金事業収益の場合は「児童事業」、

　　　　　保育事業の補助金事業収益の場合は「保育事業」、障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は「障害事業」、生活保護事業の補助金事業収益の場合は「生活保護事業」、

　　　　　医療事業の補助金事業収益の場合は「医療事業」、○○事業の補助金事業収益の場合は「○○事業」、借入金利息補助金収益の場合は「利息」、施設整備等補助金収益の場合は「施設」、

　　　　　設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は「償還」と補助金の種類がわかるように記入すること。

　　　　　　なお、運用上の留意事項（課長通知）別添３「勘定科目説明」において「利用者からの収益も含む」と記載されている場合のみ、「補助金事業に係る利用者からの収益」欄を記入するものとする。

　　　２．「交付金額等合計」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

　　　　　また、「交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳」の「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

合計

介
護
事
業

区分小計

区分小計

区分小計

補助金事業等収益明細書

（自）　令和  5  年  4  月  1  日　　（至）　令和  6  年  3  月  31  日

交付団体及び交付の目的 区分 交付金額
補助金事業に係る
利用者からの収益

交付金額等合計
うち国庫補助金等特

別積立金積立額

交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳



別紙３(⑤)

社会福祉法人初穂会

１）事業区分間貸付金（借入金）明細書

（単位：円）

貸付事業区分名 借入事業区分名 金額

社会福祉事業 公益事業 21,619,176

公益事業 社会福祉事業 20,031,532

小計 41,650,708

小計 0

合計 41,650,708

２）拠点区分間貸付金（借入金）明細書

（単位：円）

貸付拠点区分名 借入拠点区分名 金額

稲毛こひつじ園 110,742,950

やまゆりの里（滋賀特養） 81,240,582

地域密着型やまゆりの里（高島特養） 48,029,673

小計 240,013,205

小計 0

合計 240,013,205

短
期

長
期

使用目的等

事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書

令和 6 年 3 月 31 日現在

使用目的等

短
期

介護職員育成事業運営資金

長
期



別紙３(⑥)

社会福祉法人初穂会　

（単位：円）

社会福祉事業稲毛こひつじ園

349,495,009 349,495,009 0 0

第一号基本金 349,495,009 349,495,009

第二号基本金 0

第三号基本金 0

当期組入額

0

0

計 0 0 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0 0 0

当期組入額

0

0

計 0 0 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0 0 0

当期組入額

0

0

計 0 0 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0 0 0

349,495,009 349,495,009 0 0

第一号基本金 349,495,009 349,495,009 0 0

第二号基本金 0 0 0 0

第三号基本金 0 0 0 0

（注）１．「区分並びに組入れ及び取崩しの事由」の欄に該当する事項がない場合は、記載を省略

　　　　する。

　　　２．①第一号基本金とは、本文11（１）に規定する基本金をいう。

　　　　　②第二号基本金とは、本文11（２）に規定する基本金をいう。

　　　　　③第三号基本金とは、本文11（３）に規定する基本金をいう。

　　　３．従前からの特例により第一号基本金・第二号基本金の内訳を示していない

　　　　法人では、合計額のみを記載するものとする。

基本金明細書

（自）　令和  5  年  4  月  1  日　　（至）　令和  6  年  3  月  31  日

区分並びに組入れ及び
取崩しの事由

合計
各拠点区分ごとの内訳

前年度末残高

第
一
号
基
本
金

第
二
号
基
本
金

第
三
号
基
本
金

当期末残高



別紙３(⑦)

社会福祉法人初穂会　

（単位：円）

217,636,246 217,636,246

0

0

0

0

0

当期積立額合計 0 0 0 0 0 0 0

サービス活動費用の控除項目として
計上する取崩額

8,829,155 8,829,155

特別費用の控除項目として
計上する取崩額

0

0

0

0

当期取崩額合計 8,829,155 8,829,155 0 0

208,807,091 208,807,091 0 0

（注）サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産の減価償却相当額等の

　　取崩額を記入し、特別費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産が売却または廃棄さ

　　れた場合の取崩額を記入する（本文９参照）。

当期末残高

前期繰越額

当
期
積
立
額

当
期
取
崩
額

国庫補助金等特別積立金明細書

（自）　令和  5  年  4  月  1  日　　（至）　令和  6  年  3  月  31  日

区分並びに積立て
及び取崩しの事由

補助金の種類

合計

各拠点区分ごとの内訳

国庫補助金
地方公共団体

補助金
その他の団体
からの補助金

社会福祉事業稲毛こ
ひつじ園



別紙２

　(1)貯蔵品の評価方法　　　　　　　 最終仕入原価法

　(2)有価証券の評価方法　　　　　　 取得原価法

　(3)固定資産の減価償却の方法　　　
     建物、器具及び備品、車両運搬具　：　定額法
     ソフトウェア　：　定額法
     所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産　：　リース期間を耐用年数とし残存価格ゼロとする定額法

　(4)引当金の計上基準　
     退職給付引当金　：　職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。

　(5)消費税等の会計処理 税込経理方式

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　(1)稲毛こひつじ園拠点区分計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

　(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））、拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

　(3)当拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　　「法人本部」
　　　　　「特別養護老人ホーム　稲毛こひつじ園」
　　　　　「デイサービスセンター　稲毛こひつじ園」
　　　　　「短期入所介護事業所　稲毛こひつじ園」
　　　　　「居宅介護支援センター　稲毛こひつじ園」

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

724,368,926 0 27,695,852 696,673,074

10,000,000 0 0 10,000,000

734,368,926 0 27,695,852 706,673,074

　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　基本財産建物　　 696,673,074 円
　 696,673,074 円

　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 85,890,000 円

　該当なし

建物

定期預金

合　　計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

７．担保に供している資産

計算書類に対する注記（稲毛こひつじ園拠点区分用）

１．重要な会計方針

２．重要な会計方針の変更

　該当なし

３．採用する退職給付制度

　確定給付型の制度として社内積立の退職一時金制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

基本財産の種類

（単位：円）



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,184,800,000 488,126,926 696,673,074

1,184,800,000 488,126,926 696,673,074

4,290,000 886,242 3,403,758

7,233,468 1,826,810 5,406,658

18,745,908 18,640,353 105,555

95,386,614 93,502,934 1,883,680

53,351,928 38,121,656 15,230,272

179,007,918 152,977,995 26,029,923

1,363,807,918 641,104,921 722,702,997

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

99,412,699 0 99,412,699

506,990 0 506,990

9,688,154 0 9,688,154

109,607,843 0 109,607,843

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事
項

　該当なし

　該当なし

１１．重要な後発事象

短期貸付金

合　　計

　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

事業未収金

立替金

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

小計

その他の固定資産

建物

構築物

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

有形リース資産

小　　計

合　　計

基本財産

建物

車輌運搬具

器具及び備品



別紙３(⑧)

社会福祉法人名　社会福祉法人初穂会　

拠点区分　稲毛こひつじ園　

（単位：円）

724,368,926 213,969,010 27,695,852 8,541,725 696,673,074 205,427,285 488,126,926 159,603,715 1,184,800,000 365,031,000

0 0 0 0

0 0 0 0

724,368,926 213,969,010 0 0 27,695,852 8,541,725 0 0 696,673,074 205,427,285 488,126,926 159,603,715 1,184,800,000 365,031,000

3,691,188 3,667,236 287,430 287,430 3,403,758 3,379,806 886,242 910,194 4,290,000 4,290,000

5,882,696 0 476,038 5,406,658 0 1,826,810 7,233,468 0

1,009,145 0 903,590 105,555 0 18,640,353 18,745,908 0

2,193,175 0 409,860 719,355 1,883,680 0 93,502,934 95,386,614 0

21,947,080 0 6,716,808 15,230,272 0 38,121,656 53,351,928 0

0 0 0 0

0 0 0 0

34,723,284 3,667,236 409,860 0 9,103,221 287,430 0 0 26,029,923 3,379,806 152,977,995 910,194 179,007,918 4,290,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

34,723,284 3,667,236 409,860 0 9,103,221 287,430 0 0 26,029,923 3,379,806 152,977,995 910,194 179,007,918 4,290,000

759,092,210 217,636,246 409,860 0 36,799,073 8,829,155 0 0 722,702,997 208,807,091 641,104,921 160,513,909 1,363,807,918 369,321,000

0 0

759,092,210 217,636,246 409,860 0 36,799,073 8,829,155 0 0 722,702,997 208,807,091

（注）１．「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。

　　　　　ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の

　　　　「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と

　　　　一致することが確認できる。

　　　２．「当期増加額」には減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

　器具及び備品

　有形リース資産

減価償却累計額（Ｆ） 期末取得原価（Ｇ＝Ｅ＋Ｆ）

うち国庫補助金等の
額

期首帳簿価額（Ａ）

うち国庫補助金等の
額

当期増加額（Ｂ） 当期減価償却額（Ｃ）

うち国庫補助金等の
額

当期減少額（Ｄ）

将来入金予定の償還補助金の額

差　　引

その他の固定資産（無形固定資産）計

基本財産及びその他の固定資産計

その他の固定資産（無形固定資産）

その他の固定資産計

基本財産（有形固定資産）

その他の固定資産（有形固定資産）計

　車両運搬具

　構築物

その他の固定資産（有形固定資産）

　建物

　建物

基本財産合計

資産の種類及び名称

期末帳簿価額
（Ｅ＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ）

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

うち国庫補助金等の
額

（自）　令和 5 年 4 月 1 日　　（至）　令和 6 年 3 月 31 日

摘要

うち国庫補助金等の
額

うち国庫補助金等の
額

うち国庫補助金等の
額



別紙３(⑨)

社会福祉法人名　社会福祉法人初穂会

拠点区分　稲毛こひつじ園

（単位：円）

目的使用

27,472,470

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

27,472,470 0

( 0 ) ( 0 )

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

計 24,483,520 27,472,470

27,472,470

0

0

24,483,520退職給付引当金

24,483,520

当期増加額

24,483,520

その他

引当金明細書

（自）　令和 5 年 4 月 1 日　　（至）　令和 6 年 3 月 31 日

科目 期首残高 期末残高 摘要
当期減少額



別紙３(⑫)

社会福祉法人名　社会福祉法人初穂会　

拠点区分　稲毛こひつじ園

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

修繕積立金 10,000,000 10,000,000

0

0

0

0

計 10,000,000 0 0 10,000,000

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

0

0

0

0

0

計 0 0 0 0

（注）

１．積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

２．退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期

　預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

積立金・積立資産明細書

（自）　令和 5 年 4 月 1 日　　（至）　令和 6 年 3 月 31 日



別紙２

　(1)貯蔵品の評価方法　　　　　　　 最終仕入原価法

　(2)有価証券の評価方法　　　　　　 取得原価法

　(3)固定資産の減価償却の方法　　　
     建物、器具及び備品、車両運搬具　：　定額法
     ソフトウェア　：　定額法
     所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産　：　リース期間を耐用年数とし残存価格ゼロとする定額法

　(4)引当金の計上基準　
     退職給付引当金　：　職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。

　(5)消費税等の会計処理 税込経理方式

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　(1)稲毛ペコリーノ拠点区分計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

　(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））、拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

4,324,000 3,384,245 939,755

4,324,000 3,384,245 939,755

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

8,180,690 0 8,180,690

8,180,690 0 8,180,690

合　　計

その他の固定資産

建物

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

計算書類に対する注記（稲毛ペコリーノ拠点区分用）

１．重要な会計方針

２．重要な会計方針の変更

　該当なし

３．採用する退職給付制度

　確定給付型の制度として社内積立の退職一時金制度を採用している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

５．基本財産の増減の内容及び金額

　該当なし

　該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

７．担保に供している資産

　該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

合　　計

　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

事業未収金



１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　該当なし

　該当なし

１１．重要な後発事象



別紙３(⑧)

社会福祉法人名　社会福祉法人初穂会　

拠点区分　稲毛ペコリーノ

（単位：円）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,209,255 269,500 939,755 0 3,384,245 4,324,000 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,209,255 0 0 0 269,500 0 0 0 939,755 0 3,384,245 0 4,324,000 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,209,255 0 0 0 269,500 0 0 0 939,755 0 3,384,245 0 4,324,000 0

1,209,255 0 0 0 269,500 0 0 0 939,755 0 3,384,245 0 4,324,000 0

0 0

1,209,255 0 0 0 269,500 0 0 0 939,755 0

（注）１．「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。

　　　　　ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の

　　　　「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と

　　　　一致することが確認できる。

　　　２．「当期増加額」には減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

期末取得原価（Ｇ＝Ｅ＋Ｆ）

将来入金予定の償還補助金の額

その他の固定資産（無形固定資産）

基本財産（有形固定資産）

その他の固定資産（有形固定資産）計

うち国庫補助金等の
額

期首帳簿価額（Ａ）

うち国庫補助金等の
額

差　　引

その他の固定資産（無形固定資産）計

基本財産及びその他の固定資産計

その他の固定資産計

うち国庫補助金等の
額

当期減少額（Ｄ）

その他の固定資産（有形固定資産）

資産の種類及び名称

当期増加額（Ｂ） 当期減価償却額（Ｃ）
期末帳簿価額
（Ｅ＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ）

減価償却累計額（Ｆ）

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

　建物

うち国庫補助金等の
額

（自）　令和 5 年 4 月 1 日　　（至）　令和 6 年 3 月 31 日

摘要

うち国庫補助金等の
額

うち国庫補助金等の
額

基本財産合計

うち国庫補助金等の
額



別紙３(⑨)

社会福祉法人名　社会福祉法人初穂会

拠点区分　稲毛ペコリーノ

（単位：円）

目的使用

1,393,980

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1,393,980 0

( 0 ) ( 0 )

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

計 1,191,240 1,393,980

1,393,980

0

0

1,191,240退職給付引当金

1,191,240

当期増加額

1,191,240

その他

引当金明細書

（自）　令和 5 年 4 月 1 日　　（至）　令和 6 年 3 月 31 日

科目 期首残高 期末残高 摘要
当期減少額



別紙２

　(1)貯蔵品の評価方法　　　　　　　 最終仕入原価法

　(2)有価証券の評価方法　　　　　　 取得原価法

　(3)固定資産の減価償却の方法　　　
     建物、器具及び備品、車両運搬具　：　定額法
     ソフトウェア　：　定額法
     所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産　：　リース期間を耐用年数とし残存価格ゼロとする定額法

　(4)消費税等の会計処理 税込経理方式

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　(1)やまゆりの里　滋賀特養拠点区分計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

　(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））、拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

　(3)当拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　　「特別養護老人ホーム」
　　　　　「短期入所介護事業所」

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,264,480 1,132,240 1,132,240

23,694,000 4,548,500 19,145,500

25,958,480 5,680,740 20,277,740

25,958,480 5,680,740 20,277,740

　独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

５．基本財産の増減の内容及び金額

　該当なし
（単位：円）

計算書類に対する注記（やまゆりの里　滋賀特養拠点区分用）

１．重要な会計方針

２．重要な会計方針の変更

　該当なし

３．採用する退職給付制度

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

７．担保に供している資産

その他の固定資産

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

　該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

有形リース資産

小　　計

合　　計

車輌運搬具

　該当なし



債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

22,872,781 0 22,872,781

230,505 0 230,505

100,000 0 100,000

23,203,286 0 23,203,286

立替金

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事
項

　該当なし

　該当なし

１１．重要な後発事象

短期貸付金

合　　計

　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

事業未収金



別紙３(⑧)

社会福祉法人名　社会福祉法人初穂会　

拠点区分　やまゆりの里　滋賀特養

（単位：円）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,264,480 1,132,240 1,132,240 0 1,132,240 2,264,480 0

23,694,000 4,548,500 19,145,500 0 4,548,500 23,694,000 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 25,958,480 0 5,680,740 0 0 0 20,277,740 0 5,680,740 0 25,958,480 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 25,958,480 0 5,680,740 0 0 0 20,277,740 0 5,680,740 0 25,958,480 0

0 0 25,958,480 0 5,680,740 0 0 0 20,277,740 0 5,680,740 0 25,958,480 0

0 0

0 0 25,958,480 0 5,680,740 0 0 0 20,277,740 0

地域密着型やまゆりの里　高島特養拠点　費用配賦額 △ 2,556,333

3,124,407

（注）１．「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。

　　　　　ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の

　　　　「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と

　　　　一致することが確認できる。

　　　２．「当期増加額」には減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

期末帳簿価額
（Ｅ＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ）

減価償却累計額（Ｆ）

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

　車両運搬具

うち国庫補助金等の
額

（自）　令和 5 年 4 月 1 日　　（至）　令和 6 年 3 月 31 日

摘要

うち国庫補助金等の
額

うち国庫補助金等の
額

基本財産合計

うち国庫補助金等の
額

うち国庫補助金等の
額

当期減少額（Ｄ）

その他の固定資産（有形固定資産）

資産の種類及び名称

当期増加額（Ｂ） 当期減価償却額（Ｃ）

差　　引

その他の固定資産（無形固定資産）計

基本財産及びその他の固定資産計

その他の固定資産計

期末取得原価（Ｇ＝Ｅ＋Ｆ）

将来入金予定の償還補助金の額

その他の固定資産（無形固定資産）

基本財産（有形固定資産）

その他の固定資産（有形固定資産）計

　有形リース資産

うち国庫補助金等の
額

期首帳簿価額（Ａ）

うち国庫補助金等の
額



別紙２

　(1)貯蔵品の評価方法　　　　　　　 最終仕入原価法

　(2)有価証券の評価方法　　　　　　 取得原価法

　(3)固定資産の減価償却の方法　　　
     建物、器具及び備品、車両運搬具　：　定額法
     ソフトウェア　：　定額法
     所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産　：　リース期間を耐用年数とし残存価格ゼロとする定額法

　(4)消費税等の会計処理 税込経理方式

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　(1)地域密着型やまゆりの里　高島特養拠点区分計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

　(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））、拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

　(3)当拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　　「特別養護老人ホーム」
　　　　　「短期入所介護事業所」
　　　　　「デイサービス」
　　　　　「居宅介護支援事業所」

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

19,034,403 0 19,034,403

163,758 0 163,758

70,000 0 70,000

19,268,161 0 19,268,161

短期貸付金

合　　計

　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

事業未収金

立替金

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

７．担保に供している資産

　該当なし

　該当なし

　該当なし

計算書類に対する注記（地域密着型やまゆりの里　高島特養拠点区分用）

１．重要な会計方針

２．重要な会計方針の変更

　該当なし

３．採用する退職給付制度

　独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

５．基本財産の増減の内容及び金額

　該当なし
（単位：円）



１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事
項

　該当なし

　該当なし

１１．重要な後発事象
















